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〈研究ノート〉

無戸籍児支援の現状と課題

一一子ども家庭相談の視角から一一

はじめに

2017年6月10日現在.全国に 693人の無戸籍

者・児がいると法務省より報告された九しか

し無戸籍問題に詳しい井戸 (2016)ωによれば，

民法772条の規定等により.一時的に無戸籍状態

になる人が年間約3000人.そのうち調停や裁判

などで決着がつかずそのまま無戸籍のままで固定

化する人が年間約 500人程度と推定され.直近

20年間で l万人には積みあがっているのではな

いかと述べている。

民法772条とは. f 1.妻が婚畑中に懐胎した子

は.夫の子と推定する。 2.婚姻の成立の日から

二百日を経過した後又は婚姻の解消若しくは取消

しの日から三百日以内に生まれた子は.婚姻中に

懐胎したものと推定する。Jというものである。
例えば.離婚手続きが進まず別居状態が続いてい

る聞に.夫以外のパートナーとの問にもうけた子

どもが婚姻中または離婚後300日以内に生まれて

しまうと. (前)夫の戸籍に入ることとなる。そ

れを避けるため.やむなく出生届を出せず無戸籍

になるのである。いわゆる f300日問題」と言わ

れ.近年.新聞報道1)1やドキュメンタリーの放

送.民間団体の動きなどから社会的関心が高ま

り.後述するようにさまざまな救済措置の動きも

出ている。このような流れの中.法務省が把握し

た無戸籍の学童児童生徒 191人(小学生相当年齢

154人中学生相当年紛37人)に対する就学状

況等の調査州では.要保護(生活保護受給)およ

び準要保護(就学援助受給)児童生徒として認定

されている割合は.それぞれ 11.6%，28.9%で.

合わせれば約4割の児童生徒が貧困状態であるこ

近 藤 真由子

とが明らかとなった。子ども期の貧困は単にお金

がないことにとどまらず子どもの成長発達への影

響や将来への不安要因となることが指摘されてい

る;ヘさらに生活上の課題がある児童生徒は 14.7

%，学力や学習状況に課題がある児童生徒は 23.7

%と報告されている。このような結果を鑑みると

戸籍がない事に伴う困難やそれに至るまでの経緯

から生じる困難があり.貧困の問題とも重なって

いることが推測される。

無戸籍である子どもたちとその家族が多く存在

し.また民法772条の規定のある限り今後も無戸

籍児が生まれる可能性を考えれば，彼らがいかな

る経緯から困難を抱えやすくなっているのかを検

証し福祉的支援を検討する必要がある。特に子ど

も家庭相談では.子どもの権利を擁護し，心身とも

に健やかな成長を保障するために.子どもだけで

なくその保護者の支援も必要であるとされてお

り，その実施主体は児童相談所だけでなく市町村

を中心に多様な機関の連携による相談・支援が行

われている。

そこで本稿では.特に 300日問題等で出生届の

出せない子ども及び、その家族について.それはど

のような諜題と重なり合うのか. どのような支援

が必要かを.子ども家庭相談の立場から考察し問

題提起としたい。

l 無戸籍児支援の現状

(1 )無戸籍になる経緯

無戸籍になる理由としてはいくつかあり (6) 先

にも述べた通り f300日問題」によるものが多い

とされているが.貧困や保護者の意識不足.虐待

や借金問題等様々な事情で子どもの出生届を出さ
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ない・出せないケースも存在し実数も把握でき

ず深刻な状況が予想される。その点で言えば

i300日問題Jであれば，一定の手続きや調停・
裁判を行えば無戸籍は解消できる可能性は高い。

しかしそこには大きな課題があることを示して

おきたい。

i300日問題Jによる場合は，嫡出推定を覆す
ための調停や裁判を起こして 前夫の子どもであ

ることを否定することとなる。その調停や裁判(7)

は. i嫡出否認Ji親子関係不存在確認Ji強制認
知Jであるが.i嫡出否認」については前夫から
しか認められておらず 「親子関係不存在確認J
の調停等でな前夫への事情聴収や出廷などが求

められ.特に DVなどで前夫との接触を恐れる

妻にとっては高いハードルとなる。 DV以外にも

様々な事情が存在するが，いずれにしても全く血

縁関係のない前夫の子どもとなってしまうことを

避けるために出生届を出せず，またそれを否定す

るための調停・裁判を諸事情により起こさないま

たは起こしても不成立などにより，無戸籍のまま

の事態が少なからず生じているのである。さらに

母子関係を証明する書類(出生証明書等)がない

ことや裁判費用の捻出が困難・時間的制約などの

物理的負担，調停・裁判そのものに対する心理的

負担などにより，あきらめてしまわれることも少

なくない。

そもそもこの民法772条の嫡出推定は.その子

どもの父親を確定するためのいわば「子どもの福

祉」を守るための法律であったが，皮肉にも今日

ではそのことが障壁となる事態が生じているので

ある。

(2)無戸籍児への救済措置とその課題

2007年には厚生労働省より当該市町村での居

住等の確認ができれば，戸籍及び住民票に記載の

ない子どもも.児童手当・児童扶養手当・保育所

入所・母子保健に関する事業夙予防接種(9)の対

象とするよう自治体に通知された。また同年，離

婚成立後の妊娠であっても早産などのため，離婚

後300日以内に出生した場合は，離婚後の妊娠で

あると医学的な証明書があれば，実父の子どもと

して戸籍が作成できるようになった(10)。また，

旅券についても，人道上やむを得ない理由によ

り.戸籍への記載を待たずに渡航しなければなら

ない特別な事情があると認められるときに限り，

旅券発給申請ができるようにもなった(11)さらに

2012年総務省から，通知(凶が出され，一定の条

件のもと住民票が作成可能となり，文科省から

は，児童の教育を受ける権利の保障の観点が示さ

れ，各教育委員会等関係機関へ無戸籍児への就学

の徹底と支援の充実への取り組みについて通知さ

れた(13)。法務省もホームページ(14)やポスターな

どで啓発し法務局等への相談へつながるような

動きが日本全国に広がりつつあり.自治体独自で

無戸籍者・児支援に乗り出しているところもあ

る(15)。

このように.近年一定の配慮がなされ，今の無

戸籍の子ども達は一見生活上の不便は解消された

かのように見える。しかし，現在の無戸籍児・者

に対するいくつかの改善や対応については.i事

案に即した個別の救済は，評価できるものの.不

安定さと不確かさが拭えない」と，指摘されてい

る(附。むしろ一定の不便さがなくなったために

無戸籍のままの状態を固定化してしまいかねな

い。当事者が訪れる窓口から生活課題や当事者の

悩みを受け止められているか，また把握できたと

してもそれを専門機関へつなぐことができている

かどうかも不明である。 1万人はいると言われる

無戸籍者・児がそもそも相談につながっていない

可能性が高くそれは一体なぜか，次章では無戸籍

問題と重なり合う課題を歴史的経緯も踏まえて検

証し示していくこととする。

2.無戸籍問題と重なり合う課題

(1)ジェンダーと無戸籍

民法772条や女子のみに制限される再婚禁止期

間(17)の存在など，現行法制度には，ジェンダー

に基づく差別的取扱い.あるいは女性の権利侵害

として批判的に検討すべき問題が数かぎりなく含

まれていると指摘されている(則。民法制定時の

家父長制度こそ表退を見せたが.高度経済成長期

には新たな家族像が作り上げられていった。性別

役割分業に基づく「夫は仕事，妻は家事・子育て

を行って豊かな家族生活をめざすjという家族モ
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デjレ191が出来上がっていった。それに伴い.当

時の厚生省児童局長であった黒木は「児童の問題

は家庭の問題Jと述べ.ボウルピィの愛着理論を
利用しとりわけ母親の育児の重要性を強調し

た乱。情緒障害や非行少年などの子どもの問題

は家庭問題が大きな要因となっているとし「良

い子は健全な両親.特に良い母親とその家庭から

生まれる 121)Jと述べていたo i母性愛Jゃ「三歳
児神話1221Jという言葉とともに.私的領域の中

で「良い母親」になることが.女性の標準の生き

方として支持され.少なからず現在も規範として

残っている。そのため.民法 772条の規定に係る

無戸籍の場合.法律的離婚成立前に妊娠した女性

の行動は標準から逸脱したものと捉えられ，その

結果生じる問題は支援すべきものというより，ど

こか懲罰的な見方がなされてきたと考えられる。

このような社会であれば.DVにより被害を受

けていた女性であっても.夫以外の男性の子ども

を出産することで.被害者であることをさらに水

面下に押しゃることになる可能性がある。すなわ

ち前夫からの恐怖と世間からの非難という二重の

苦しみを感じることとなるのではないだろうか。

(2)社会変化と無戸籍

戦前の日本では.一家そろって戸籍がなくて

も.隣近所で互助の精神がはたらき.特段の不便

も生じなかったようである 1231。また.無戸籍問

題は 1965年以前にはあまりなかったとも言われ

ている。それまでも民法772条の規定により.前

夫の嫡出推定が及ぶ出産もあったであろうが.自

宅分娩仰が多かったため 出生日を変更すると

いう原始的な方法で対処していたという事例もあ

る{到。しかしその後.多くの無戸籍児が生まれ

ていたにもかかわらず.最近まで大きく表面化し

なかったのは.高度経済成長による都市化・核家

族化・地域の希薄化が.無戸籍児の存在を隠すこ

ととなったのではないだろうか。それまでの地域

社会の中では子どもの誕生は.むしろ隠すことが

難しかっただろうが.希薄化した社会の中では.

無戸籍であっても知られずに済んだのかもしれな

い。先述したように. 1960年ごろになると，児

童福祉行政は変容を遂げた。戦後の浮浪児対策が

一段落っき「特に人口の資質向上対策に力を注

芯将来の経済発展のためにも.長期的な視野に

たって.児童の資質を健康の上でも社会的な適性

の上でも向上させる対策を.計画的に. しかも強

力に推進12りされていった口こうして新しい家

族モデルを基本とし.要保護児童1271だけでなく.

家庭にいる一般児童の「健全育成Jが推進され
た。特に.地道な保健指導の賜物としてわが国の

乳児死亡の低下はめざましく.乳児死亡率は昭和

22年の出生 1，000対76.7から昭和 30年には 39.8

と急速に低下し，昭和40年には 18.5と20の大

台を下回り.諸外国との比較においても低死亡率

国群に属したと報告されている明。 1965年には

児童福祉法から母子保健法が独立し母子保健指

導・サーピスのますますの充実化が図られていっ

た。

このようなすべての児童に対する健全育成策，

周産期における保健指導の充実化にもかかわらず

「戸籍がないJことで.逆に無戸籍児はこのよう
な制度・サービスから距離を置かれることになっ

てしまったと思われる。日本国民として受けられ

る行政サービスの増加にともない.戸籍がないこ

とのデメリットが増加したともいえる。さらに，

何よりも「健全さJを強調されることで.i健全
でないJと焔印を押されかねない家族は.ますま
す社会の周縁に追いやられていったとも考えられ

る。

(3)子どもの権利と無戸籍

子どもの権利に関する条約.第 7条では「児童

は.出生の後直ちに登録される。児童は.出生の

時から氏名を有する権利及び国籍を取得する権利

を有するものとし.また.できる限りその父母を

知りかっその父母によって養育される権利を有す

るJとされている。すなわち.登録(日本の場
合.戸籍に記載)されることで.その存在を国家

によって認知され.権利擁護や縞祉サービスを享

受でき.誘拐・遺棄・人身売買等の危険が減じら

れるのである (291。さらに.戸籍が様々な権利の

基礎となることに加えて.遠藤 (2017)は「近代

日本社会では戸籍法が f国民jゃ f家族jをめぐ

るある種の道徳と言うべきものを生み出してき
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たc その積年の効果として f日本人jであるなら
ば必ず戸籍を持っているとか.どこの『籍jにも

入っていないのは普通でないというような.戸籍

をめぐる集合意識が出来上がっているJ(30)と述べ

ている。戸籍は.日本での社会生活の中で.なけ

れば不利益ということだけでなく.自身のアイデ

ンティティと関わって大きな意味を持つと言え

る。特に子ども期には自己肯定感の緬養や青年期

のアイデンティティ獲得の過程で. i戸籍がないJ
そしてそれに伴う生活のしづらさを体験すること

でその精神発達に大きな影響を及ぼしかねない。

現在では就学できているケースが増えたが.義務

教育さえ受けず成人となられた方にあっては.教

育を受ける権利をはく奪された上に.それにより

派生する様々な困難が生じているケース(31)から

も明らかである。

しかし無戸籍であっても就学が認められてい

たケースも存在し.文科省等の通達前には各自治

体の担当者の対応にばらつきがあったと言われて

いる。 1967年住民基本台帳法が制定され.住民

基本台帳に基づき学齢簿が作成される事になった

が. i住民基本台帳に記載されていない者であっ

ても.当該市町村に住所を有するものであれば.

この者についても学齢簿を編製すること。この場

合において，教育委員会は.住民基本台帳に脱漏

または誤載があると認める旨をすみやかに当該市

町村長に通知すること(住民基本台帳法第 13

条)Jとなっている(却。すなわち.戸籍・住民票

がないために就学させられないという記述はな

く，無戸籍であっても義務教育は受けていた方も

多くいる。保護者の誤認または意識的に申し出が

なかった場合も少なくないが.保護者が自治体等

へ申し出た場合であっても戸籍や住民票に記載が

ないことで就学が認められなかったケースも存在

する。就学に限らず，行政サービスも配慮ができ

た可能性も高い。これらは法律そのものの壁では

なく. i硬直的な対応Jの壁と言える。無戸籍問
題が.保護者の責任問題や単なる法律の問題・手

続きの問題とされることで.この点に関して看過

されてきた事の重大さに向き合う必要があるo

3.無戸籍児とその家族への

支援についての検討

民法が変わらない現状の中.今後も生まれる可

能性がある無戸籍児とその家族への支援を考えて

いきたい。前章で検証したように.当事者が支援

を受けにくい状況を鑑み.以下では.現状考えら

れる子ども家庭相談における支援を提案してい

(1 )母親および家族全体の支援

離婚がすぐに成立しない背景には， DVなどの

深刻な事情が存在する。少なくとも離婚を選択す

る背景には夫婦の何らかの確執や家族問題がある

からである。しかし裁判により「嫡出否認」ゃ

「親子関係不存在確認Jなどを起す場合.少なか
らず前夫との接触が必要で、ある。顔を合わせない

ような配慮が施されたとしても，前夫に子どもが

生まれたという事実は知れることとなる。またど

んなに厳重な配慮がなされたとしても，特に DV

の場合精神的苦痛からは逃れられず，公的機関へ

の相談すらためらわれる事態もある制。無戸籍

であることに後ろめたさを感じておられることも

少なくない。また.冒頭でも約4割の家庭が貧困

状態であることを示したが，ひとり親家庭である

場合も多いと推定される。個人的な不幸な問題・

親の責任・民法に反した行動などという見方も少

なくないなか.無戸籍の問題の背景にはジェンダ

ー問題を少なからず含み，当事者が沈黙せざるを

得ない状況側であることを支援者は認識し慎

重かつ積極的なアプローチが求められる。

また.子どもの権利保障の観点から，母親に対

して「どんなに苦しくても手続きをするべきjと

する意見も少なくない。しかしながら， i無戸籍

状態は大変だが.当事者たちにとってはそのほう

が『まだマシjもしくは『子どもを守るjがため

の『究極のj選択J(到なのであり，手続きに積極

的に動けない母親に対して叱時激励だけでは事態

は進展しない。手続きに至るまでの寄り添い支援

によりエンパワメントすることが必要である。ま

た.無戸籍児のきょうだい(姉・兄)について

は.面前 DV被害つまり心理的虐待である場
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合も少なからずありきょうだいへの配慮も必要で

ある。 DV支援等の専門家との連携あるいはコン

サルテーション.ひとり親の場合はひとり親支援

との連携も視野に入れ支援体制を構築する必要が

ある。

(2)周産期における母子保健等との連携による支

援

民法772条の規定により前夫に嫡出推定が及ぶ

場合.それを否定するための親子関係不存在確認

調停の申し立ては.生後 lか月以内までが約 72

%. 2か月以内までが約 87%となっている (360

また.状況によっては調停・裁判がどれほどの期

間を要するかケースパイケースであり. DVなど

の個別事情によっては手続きに取り掛かるまでの

様々な困難が予想される。つまり産後の母親の体

調が戻らないうちから大きな負担を強いられるこ

とになる。そのため.必要があれば妊娠中から相

談につながれるような体制が望ましい。深刻な状

況にある場-合は.要保護児童対策地域協議会1371

における支援を開始することも可能であろう。こ

のシステムを利用することで守秘義務が徹底され

多職種による支援も可能となる。まずは.妊娠の

届け出時(母子手帳発行時)の丁寧な聞き取り

や.当事者へ支援の途があることを周知すること

が必要である(Jヘまた医療機関等で出生の確認

がされたにもかかわらず.出生届がない場合や困

難状況を把握した場合は.何らかの事情があると

判断でき支援の手を差し伸べることも不可能では

ないD 平成28年児童福祉法改正により「児童福

祉法第 21条の 10の5第 l項及び第2項Jの規定
が，新設された狗)。日頃から接する機会の多い.

病院.診療所.児童福祉施設.学校等が.要保護

児童だけでなく.要支援児童.特定妊婦と思われ

る者を把握した場合には.当該者の情報を現在地

の市町村に提供するよう努めなければならないこ

ととされている。また 妊娠の届け出をしなかっ

たり.医療機関で出産しない場合は把握が非常に

困難となるため.各関係機関の少しの関心と情報

提供が支援につながる可能性が高まるのである。

それにはまず.各関係機関の支援者が「無戸籍問

題Jとその背後にある困難等を知り.いかなる支

援が必要かをあらかじめ共有しておく必要があ

る。

(3)子どもの権利を守るための支援

2016年の児童福祉法改正では.その理念が明

確化され.子どもが権利の主体であることなどが

明文化された。さらに.児童福祉法第 10条の 2

に基づき，市町村には子ども等に対する必要な支

援を行うための拠点(市区町村-子ども家庭総合支

援拠点)を整備することが努力義務とされ.子ど

もの最善の利益等が意識された「市町村子ども家

庭支援指針J(40)も策定された。こうした動きは非
常に評価すべきものであるが.各市町村において

現実にそれを担う専門性のある支援者の確保がど

こまで可能か疑問が残る。

児童福祉法では.rすべての子どもJを対象と
することを.自明のものとしてきた。しかし実

際には.多くの困難を抱える子どもを見過ごして

きたといえる。「すべての子ども」は「見える子

ども」のみであったことを反省しなければならな

い。ここでいう「見えるJとは.rその子どもの
思いや生活・将来に想像を巡らすことができるJ
としたほうがよいだろう。しかし各支援者の価値

観・立場・知識不足・連携不足などにより想像を

巡らす範囲が狭いがゆえにニーズをニーズと捉え

ることができず.支援が届かないことが少なから

ずある。これは虐待・ DV・貧困・居所不明児・

いじめ等の問題も同様である。社会問題化や法的

整備からこれらの問題の認識が広がっているが.

子どもやその家族に関わる支援者は社会問題化や

法的整備を待つまでもなく.声を出せない子ども

に代わってそのニーズを発見してし Eく専門性と一

定の経験が必要である。子どもの権利を守ること

は.時に家族支援と矛盾する場合もあり.特に無

戸籍問題の場合は，先にも述べたように母親の支

援と相反することが生じる。子どもの最普・の利益

を優先させながらも，複l限的な視点で支援を考え

ていく専門性も求められる。

おわりに

今回は.子ども家庭相談の立場から問題提起の

意味を含めて考察した。しかし事例や公的資料に
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制限があり具体性に欠けることが課題である。ま

た.無戸籍のまま成人となられた方への支援につ

いては今回検討できていなし」今後支援実績の積

み重ねを検証し支援者への調査を試みたい。

戸籍がないというまさに子どもの権利侵害の状

況は.単に「法律の問題Jr手続き上の問題Jだ
けではなく.その背景に潜むジェンダーに関わる

問題・健全育成からの排除・支援者の課題が複雑

に絡み合いながら生じてきたという事を整理し

た。特に.法律の壁だけでなく.当事者と直面す

る担当者の硬直的な対応が.子どもの様々な権利

をはく奪してきた事実も少なからず存在する。無

戸籍者支援の専門窓口の有無にかかわらず，子ど

もに関わる関係機関や行政機関などの関心と連携

がなければ支援は成り立たない。現在.包括的な

子ども家庭相談体制を構築し「切れ目のない支

援」が目指されているなか.この無戸籍児支援を

考えることは.見えにくい困難を抱える子どもと

その家族への包括的な支援の試金石となるのでは

ないだろうか。
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倒 rr必ずお前を殺すj夫の壮絶 DV，母娘鶴舞戸

籍30年の悲惨『民法の壁jへ苦悩の提訴J読売新

UU， 2016，9， 16等でも. DVにより前夫の恐怖から

行動が起こせない状況が語られている。

倒被害者研究の中では「闘争する被害者Jと「沈

黙する被害者Jがあると言われており， DV~; に

よる被害者は後者に陥りやすく，絶望感や孤立感

から被害者であること自体を自覚していなかった

り，問りから「主人を怒らせるお前が惑いJなど

という「被害者非難Jを受け入れていたり.また
心的外傷後ストレス障害などにより.言語化や自

己主張ができず沈黙せざるを得ない状況に陥って

いると言われる。高畠克子編著 rDVはいま協働

による個人と環境への支援jミネルヴァ書房.

20日， 55-58ページ

邸i) i抑制2)，308ページ

岡家庭裁判所における親子関係事件の状況の調査

結果により平成 17il:.の状況が示されている。 liij拘

(3)， 196ページ

倒嬰保識児説等に!期する情報その他要保護児童の

適切な保護を図るために必要な情報の交換を行う

とともに.要保護児童等に対する支援の内容に|却

する協議を行う(児福法第25条の 2第2項)。庖

待対応・予防への支援が中心だが.養育を巡る困

難を抱える家族への支援も対象となる。支援対象

は「嬰保護児童Jだけでなく， r要支援児童J(保
護者の養育.を支援することが特に必要と認められ

る児童であって要保護児童にあたらない児蛍)， 

「特定妊鮒J(11¥産後の子どもの養育について出産

前において支援を行うことが特に必要と認められ

る妊婦のこと) (児賀福祉法第6条の3第51jO も

対象。

側無戸籍支援窓口がある明石市では.妊娠の届け

出時の質問訴に無戸籍になる可能性を聞く項目も

設けられている。

国1) 2016 il:. 12月 16日には「要支援児童等(特定妊

婦を含む)の情報提供に係る保健・医療・福祉・

教育等の述榔の一層の推進について」が.児童術

祉・ H}:子保健|関係機関に通知された。

附厚生労働省踊朋均等・児童家庭局長rr市町村子
ども家出支援指針J(ガイドライン)についてJJm 
児発0331第47号，平成29年3月31日，また要

保誕児童対策地域協議会調整機関担当者の研修で

の到達目標r2技術」の中に「無戸籍児の対応を
適切に行うことができるjという項目が設けられ

た。


